別記
第１号様式（第４条関係）
                                                             　　第　　　号
　年　月　日
　高知県知事　　　　　　　　　　様
                                           　　　　　　　市町村長　　　　　　　　　
                                           　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　
高知県多文化共生社会推進事業費補助金交付申請書
　年度において、下記のとおり事業を実施したいので、高知県多文化共生社会推進事業費補助金交付要綱第４条第１項の規定により、補助金　　          円の交付を申請します。
記
１　事業区分（該当事業の□欄に[image: image1.wmf]印を付してください。）
□　①交流拠点の環境整備
□　②交流イベント等の開催
□　③普及啓発活動
□　④その他
担当部署：

担当者職氏名：

電話番号：

Eメール：

２　収支予算
（１）収入の部                                                     （単位：円）
	区　　　分
	予　算　額
	備　　　　考

	県　補　助　金
	
	

	一　般　財　源
	
	

	地　　方　　債
	
	

	そ　　の　　他
	
	

	計
	
	


（注）「地方債」の「備考」欄には、地方債の種類を記入してください。

（２）支出の部                                                   　（単位：円）
	区　　　分
（事業・節別）
	予　算　額
	積　　算　　根　　拠
	備　　考

	
	
	
	

	計
	
	
	


	予算議決日（又は議決予定日）
	　　年　　月　　日（予定）


３　事業実施計画
                                                                                                                                               　　　　　 （単位：円）
	事業区分
	事業名
	事業概要
	事業実施
主　体
	着手(予定)年月日
完了予定年月日
	総事業費
	補助対象
経　　費
	補助対象経費の財源内訳
	補助対象外経費
	備     考

	
	
	
	
	
	
	
	県補助金
	一般財源
	地方債
	その他
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


４　事業実施計画書（共通）
	地域の現状・課題
	

	

	補助金の活用状況
	

	※令和８年度以降に実施した事業の事業区分毎に実施箇所（事業を実施した市町村名及び地区名）を記載してください。市町村内全域に係る場合は、市町村名を記載してください。
○　　年度

事業区分：　　当区分の実施箇所：　　

事業区分：　　当区分の実施箇所：　　

○　　年度

事業区分：　　当区分の実施箇所：　　

事業区分：　　当区分の実施箇所：　　




５　事業実施計画書（内訳）　※「３　事業実施計画」の事業名毎に作成してください。
	事業区分
	①交流拠点の環境整備
②交流イベント等の開催
③普及啓発活動
④その他
（該当するものを○で囲んでください。）

	事業名
	

	実施箇所
	※事業を実施する市町村名及び地区名を記載してください。市町村内全域に係る場合は、市町村名を記載してください。

	事業目的・効果
	

	

	事業内容
	

	

	その他
	

	


第２号様式（第８条関係）
       　　　                                                      第　　　号
　年　月　日
　高知県知事　　　　　　　　　　様
                                        　　　　      市町村長　　　　　　　　　　
                                       　    
高知県多文化共生社会推進事業費補助金変更（中止・廃止）承認申請書
　　　　　年　　月　　日付け高知県指令　　　第　　　号ほか　件で補助金の（変更）交付の決定がありましたことについて、下記のとおり変更（中止・廃止）したいので、高知県多文化共生社会推進事業費補助金交付要綱第８条の規定により申請します。

記
１　事業区分（該当事業の□欄に[image: image2.wmf]印を付してください。）
□　①交流拠点の環境整備
□　②交流イベント等の開催
□　③普及啓発活動
□　④その他
２　変更（中止・廃止）の理由
３　変更（中止・廃止）の内容
４　補助金変更申請額（交付金額を変更しない場合は、記入不要とします。）

	既交付決定額
	変更後の申請額
	差引き増減額

	円
	円
	円


担当部署：

担当者職氏名：

電話番号：

Eメール：
５　収支予算
（１）収入の部                                            　　             （単位：円）
	区　　　分
	予　　算　　額
	備　　　　考

	県　補　助　金
	
	

	一　般　財　源
	
	

	地　　方　　債
	
	

	そ　　の　　他
	
	

	計
	
	


（注）「地方債」の「備考」欄には、地方債の種類を記入してください。

（２）支出の部                                                             （単位：円）
	区　　　分
（事業・節別）
	予　算　額
	積　　算　　根　　拠
	備　　考

	
	
	
	

	計
	
	
	


	予算議決日（又は議決予定日）
	　　　　年　　月　　日（予定）


（注）変更前を上段に括弧書きで記入してください。
６　事業変更計画
                                                                                                                                              　　　　　　（単位：円）
	事業区分
	事業名
	事業概要
	事業実施
主　体
	着手(予定)年月日
完了予定年月日
	総事業費
	補助対象
経　　費
	補助対象経費の財源内訳
	補助対象外経費
	備    考

	
	
	
	
	
	
	
	県補助金
	一般財源
	地方債
	その他
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　（注）変更前を上段に括弧書きで記入してください。
  添付書類：変更設計書等算定根拠となる資料（既に提出している場合は、不要とします。）
７　変更実施計画書
	事業区分
	①交流拠点の環境整備
②交流イベント等の開催
③普及啓発活動
④その他
（該当するものを○で囲んでください。）

	事業名
	

	実施箇所
	※事業を実施する市町村名及び地区名を記載してください。市町村内全域に係る場合は、市町村名を記載してください。


	変更の理由
	

	

	変更の内容
	

	


（注）１　事業費の積算根拠、平面図等この用紙に記入することができない内容がある場合は、添付資料としてください。
第３号様式（第９条関係）
第　　　号
　年　月　日
高知県知事　　　　　　　　　　様
市町村長 　　　　　
事業実施期間延長届
　　　　　年　　月　　日付け高知県指令　　　第　　　号ほか　件で補助金の（変更）交付の決定がありましたことについて、高知県多文化共生社会推進事業費補助金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり事業実施期間の延長を届出します。
記
１　事業区分（該当事業の□欄に[image: image3.wmf]印を付してください。）
□　①交流拠点の環境整備
□　②交流イベント等の開催
□　③普及啓発活動
□　④その他
２　実施期間
　　　変更前　完了（予定）年月日　　　　　　　年　　月　　日

　　　変更後　完了（予定）年月日　　　　　　　年　　月　　日（　　日間延長）
３　延長理由
担当部署：

担当者職氏名：

電話番号：

Eメール：
第４号様式（第11条関係）
       　　                                                    　　第　　　号
　年　月　日
　高知県知事　　　　　　　　　　様
                                              　　　市町村長　　　　　　　　　
高知県多文化共生社会推進事業費補助金実績報告書
　　　　　年　　月　　日付け高知県指令　　　第　　　号ほか　件で（変更）交付の決定がありました高知県多文化共生社会推進事業費補助金に係る事業を実施しましたので、高知県多文化共生社会推進事業費補助金交付要綱第11条第１項の規定により、その実績を報告します。
記
１　事業区分（該当事業の□欄に[image: image4.wmf]印を付してください。）
□　①交流拠点の環境整備
□　②交流イベント等の開催
□　③普及啓発活動
□　④その他
２　事業の成果
３　事業実施後の課題、改善点、法令等の規制緩和の要望
４　事業完了年月日

担当部署：

担当者職氏名：

電話番号：

Eメール：

５　収支決算（見込み）
（１）収入の部                                                        　  　（単位：円）
	区　　　分
	決算（見込）額
	備　　　　　考

	県　補　助　金
	
	

	一　般　財　源
	
	

	地　　方　　債
	
	

	そ　　の　　他
	
	

	計
	
	


（注）「地方債」の「備考」欄には、地方債の種類を記入してください。

（２）支出の部                                                        　　　（単位：円）
	区　　分
（事業・節別）
	 決算（見込）額
	    積　  算 　 根  　拠　　　
	備  　考

	
	
	
	

	　    計
	
	
	


（注）上段に括弧書きで交付の決定の内容を記入してください。

６　事業実績
                                                                                                                                                　　      　（単位：円）
	事業区分
	事業名
	事業概要
	事業実施
主　体
	実施箇所
	着手年月日
完了年月日
	総事業費
	補助対象
経　　費
	補助対象経費の財源内訳
	補助対象外経費
	備   考

	
	
	
	
	
	
	
	
	県補助金
	一般財源
	地方債
	その他
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


  （注）上段に括弧書きで交付の決定の内容を記入してください。
第５号様式（第11条関係）
契 約 状 況 総 括 表（実 績 報 告）
市町村名　　　　　　　　　　　　　
事　業　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                                                            　　　　　　　　（単位：円）
	契　約　区　分
	契約の相手方
	契約年月日
	契　約　額
	備　　　　　　　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	                       計
	
	


  （注）契約が２件以上にわたる場合は、この表を作成してください。
第６号様式（第11条関係）
                                                                    第　　　号
　年　月　日
  高知県知事　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村長　              　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
高知県多文化共生社会推進事業費補助金に係る消費税仕入控除税額等報告書
  　　　　年　　月　　日付け高知県指令　　　第　　　号ほか　件で（変更）交付の決定がありました補助金について、高知県多文化共生社会推進事業費補助金交付要綱第11条の規定により、下記のとおり報告します。
                                          記
１　該当事業
□　①交流拠点の環境整備
□　②交流イベント等の開催
□　③普及啓発活動
□　④その他
２　内　　容
	高知県補助金等交付規則第12条の規定による補助金の確定額（補助金交付決定額）
	                            円

	実績報告時に減額した消費税仕入控除税額等
	（ａ）
                            円

	消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額等
	（ｂ）
                            円

	補助金返還相当額
	（ｂ）－（ａ）
                            円


（注）事業実施主体別の内訳資料その他参考となる資料を添えてください。
2

